
居宅介護支援の報酬・基準について（案） 

社保審－介護給付費分科会 
 第115回（H26.11.19）   資料９ 

 



前回（第103回分科会）の議論における主な意見について 

 

○ 一人開業といったものには賛成するものではないが、公正中立という観点から、独立型を考えて
いく方向に誘導していくという施策は必要ではないか。 

 

○ 特定事業所集中減算の規定について、その地域によってのサービスの分布の状況も勘案して、
現行の減算対象となる集中の割合が９割でいいのかどうかということも含めて、検証をした上で減
算のあり方の議論を進めていったらよいのではないか。 

 

○ 福祉用具貸与のみのケアプランの関係について、本当にケアプランと言えるかどうかという意見
もあるが、一方で、プランをつくる過程で、結果として福祉用具貸与だけでも十分だという形になるこ
ともあるので、どういう過程でこういう福祉用具貸与のみのケアプランになっているのかということも
含めて検討すべき。 
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基本報酬の見直しについて① 

 

 福祉用具貸与のみのケアプランについては、ケアマネジメント業務に係る業務負担が
軽減されていることを踏まえ、基本報酬の評価を適正化する。 

 
 報酬基準上の利用者数の算定について、２分の１を乗じた数を加えることとする。 
 

論点１ 

  福祉用具貸与のみのケアプランについては、ケアマネジメント業務に係る業務負担が
軽減されていることを踏まえ、基本報酬の評価を適正化してはどうか。 
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対応案 



 

○ ケアマネジメントについては、介護保険部会等において様々な課題が指摘され、ケアマネジメントを担う介護支援専門員につ
いて、「介護支援専門員（ケアマネジャー）の資質向上と今後のあり方に関する検討会」を開催し、平成25年1月に中間的な整
理がまとめられた。 

 

○ 検討会では、自立支援に資するケアマネジメントを推進するとともに、地域包括ケアシステムを構築していく中で、多職種協働
や医療との連携を推進していくため、①介護支援専門員自身の資質向上、②自立支援に資するケアマネジメントに向けた環
境整備、という視点で対応の方向性がまとめられたところであり、提言された項目ごとに具体化に向けて取り組むことが重要で
ある。 

 

○ 具体的には、現在、居宅介護支援事業者の指定は、都道府県・指定都市・中核市が行っているが、高齢者が住み慣れた地域
で自立した日常生活を営めるようにするため、地域包括ケアシステムの構築とともに、高齢者の自立支援に資するケアマネジ
メントが必要となってくることから、地域でケアマネジメントの役割を担っている介護支援専門員の育成や支援などに市町村が
積極的に関わっていくよう、保険者機能の強化という観点から、居宅介護支援事業者の指定権限を市町村に移譲することが
適当である。この際、施行時期については、平成30年4月とし、条例制定時期は施行日から1年間の経過措置を設けるとともに、
市町村の事務負担の軽減等のために、事業所の指定事務の確認事務の委託を推進するなど、必要な支援を行う必要がある。
なお、権限移譲に関しては、公平中立の観点から都道府県の適切な関与が必要であり、引き続き検討が必要との意見があっ
た。 

 

○ また、介護支援専門員実務研修受講試験の受講要件の見直し、介護支援専門員の研修制度の見直しなど、介護支援専門
員の資質向上を図り、ケアマネジメントの質を向上させるための取組を進める必要がある。さらに、介護支援専門員の資質向
上に当たっては、専門職である介護支援専門員自らが取り組むとともに、主任介護支援専門員の果たす役割が大きいことか
ら、主任介護支援専門員に更新制を導入するなど、主任介護支援専門員についても資質向上を図ることが必要である。 

 

○ 福祉用具の貸与のみを行うような簡素なケアプランについては、介護支援専門員による月々のモニタリングの在り方を見直
すことを検討する必要がある。なお、この点に関し、状態変化などリスクのあるケースなどもあることから、その見直しに当たっ
てはこの点に留意して検討していくことが必要である。 

平成２５年１２月 介護保険部会 意見書（抄） 

居宅介護支援に関する意見について 
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福祉用具貸与のケアプラン上の選択状況 

1.4% 

0.3% 

11.9% 

4.0% 

47.9% 

3.1% 

19.8% 

53.7% 

4.4% 

4.7% 

11.5% 

3.0% 

41.2% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

認知症対応型通所介護（介護予防含む） 

夜間対応型訪問介護 

住宅改修（これまでの利用の有無） 

特定福祉用具販売 

福祉用具貸与 

短期入所療養介護（介護予防含む） 

通所リハビリテーション（介護予防含む） 

通所介護（介護予防含む） 

居宅療養管理指導（介護予防含む） 

訪問リハビリテーション（介護予防含む） 

訪問看護（介護予防含む）（医療保険除く） 

訪問入浴（介護予防含む） 

訪問介護（介護予防含む） 

①ケアプランに組み込まれているサービス内容（複数選択） 

○ 福祉用具貸与はケアプランの約５０％でケアプランに組み込まれている 
○ ケアプランの全体のうち、福祉用具貸与のみのケアプランが約３％作成されている 
○ 福祉用具貸与のみのケアプランのうち、要支援１～要介護２の利用者が約９０％を占める 

要支援１ 
13% 

要支援２ 
15% 

要介護１ 
31% 

要介護２ 
28% 

要介護３ 
9% 

要介護４ 
3% 

要介護５ 
1% 

③福祉用具のみ
のケアプラン利用
者の要介護度の

割合 

【出典】株式会社三菱総合研究所 「居宅介護支援事業所及び介護支援専門員業務の実態に関する調査報告書（平成２５年度老人保健健康増進等事業）  

②ケアプランに組
み込まれている
サービスパターン 

訪問系のみ 
10% 

通所系のみ 
22% 

短期入所のみ 
1% 

福祉用具貸与のみ 
3% 

その他 
64% 
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N数 

  ①② 
合計 

  ① 
ケアマネ
ジメント
業務の
合計 

② 
区別がつ
かない間
接業務時
間（事務作
業、研修
等） 

利用者宅へ
の訪問 

利用者宅
以外への
訪問 

来所 電話 

サービス
担当者会
議／居宅
サービス
担当者等
への専門
的な意見
の照会 

住宅改修
理由書・
福祉用具
購入理由
書の作成
／入所・
入院施設
の紹介に
関わる相
談・情報
提供 

アセスメ
ント票、ケ
アプラン
作成・記
入・入力 

ケアプラ
ン作成以
外で利用
者に係る
事業所内
での業務 

その他 

担当以
外利用
者へのケ
アマネジ
メント業
務 

間接的な
業務（関係
機関との
連携、報
酬請求作
業、管理
者業務等） 

福祉用具 
のみ 

１１３ 
 ７４．２ 

 ２８．０％ 
１０．５ 
４．０％ 

０．７ 
０．３％  

１６．８ 
６．４％ 

１２．０ 
４．５％ 

１．９ 
０．７％ 

２９．０ 
１１．０％ 

５．２ 
１．９％  

２．９ 
１．１％ 

６．３ 
２．４％ 

４９．８ 
１８．８％  

２０９．３ 
７９．０％ 

５５．６ 
２１．０％  

 ２６４．９ 
１００．０％ 

複数の
サービスを
利用した
場合 

１，９８２ 
７６．６ 
２５．３％  

１３．７ 
４．５％ 

２．０ 
０．７％  

２７．２ 
９．０％  

１４．４ 
４．７％  

３．０ 
１．０％  

４８．４ 
１５．９％  

６．５ 
２．１％  

４．１ 
１．４％  

６．１ 
２．０％  

４９．１ 
１６．２％  

２５１．１ 
８２．８％  

５２．２ 
１７．２％  

３０３．４ 
１００．０％  

ケアマネジャーの利用者一人一月当たりの業務量(利用しているサービスのパターン別) 

○福祉用具のみを利用している利用者１人におけるケアマネジャーの１月当たりの業務量は264.9分である。 
○介護保険サービスの利用が複数である利用者１人におけるケアマネジャーの１月当たりの業務量は303.4分である。   

【出典】（株）三菱総合研究所「居宅介護支援事業所及び介護支援専門員業務の実態に関する調査」（平成２１年度老人保健健康増進等事業）            

利用者１人１月の労働投入時間（分）：利用している介護保険サービスのパターン別 
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居住場所・形態 

○ 福祉用具のみの利用者は一般住宅の比率が高い。 
○ 集合住宅に入居している割合は小さいが、養護・軽費については、全体と比較するとやや比率が高

くなっている。 

居宅サービス利用者の居住場所・形態 

【出典】平成24年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成26年度調査）「集合住宅の入居者を対象としたケアマネジメントの実態に関する調査研究事業 速報値」 

0.8% 

12.1% 

4.7% 

4.3% 

0.8% 

8.1% 

0% 

2.6% 

9.5% 

9.4% 

84.2% 

63.5% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

福祉用具のみ 

（n=253） 

全体 

（n=7,590） 

有料老 養護・軽費 サ高住 旧高専賃 公的賃貸 一般住宅地 
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居宅サービス利用者の年齢 

○ 年齢を見ると、福祉用具のみの利用者は80歳未満が約５割となっており、全体と比較して平均年齢
がやや低い。 

居宅サービス利用者の年齢 

【出典】平成24年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成26年度調査）「集合住宅の入居者を対象としたケアマネジメントの実態に関する調査研究事業 速報値」 

2.4% 

1.3% 

4.0% 

1.7% 

6.3% 

5.0% 

17.4% 

8.8% 

19.4% 

14.6% 

20.9% 

22.9% 

15.4% 

24.0% 

9.9% 

15.7% 

4.3% 

6.0% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

福祉用具のみ 

（n=253） 

全体 

（n=7,590） 

60歳未満 60-64歳 65-69歳 70-74歳 75-79歳 80-84歳 85-89歳 90-94歳 95歳以上 

（平均） 82.62歳 

（平均） 79.40歳 
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生計を同一にする家族等 

○ 生計同一者については、福祉用具貸与のみ利用者の方が生計を同一にする家族がいる割合が多く、
特に配偶者、子と生計を同一にしている場合が多い。 

○ 主介護者については、福祉用具のみ利用者は主介護者と同居している割合が大きくなっている。 

生計同一者の有無・属性／主介護者の有無・居住場所 

【出典】平成24年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成26年度調査）「集合住宅の入居者を対象としたケアマネジメントの実態に関する調査研究事業 速報値」 

主介護者の有無・居住場所 

83.4%

51.3%

10.3%

20.8%

1.6%

8.5%

0.0%

0.3%

1.2%

5.0%

3.6%

14.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉用具貸与のみ利用者(n=253)

全体(n=7,590)

主介護者が同居 主介護者が同一市町村内に居住

主介護者が同一都道府県に居住 主介護者が不明

その他 主介護者なし

56.9%

47.8%

11.5%

1.6%

0.8%

2.4%

1.6%

11.5%

31.7%

36.6%

9.3%

0.8%

1.2%

4.4%

1.9%

37.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

配偶者

子

孫

親

兄弟・姉妹

その他親族

家族・親族以外

いない

福祉用具貸与のみ利用者(n=253) 全体(n=7,590)
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認知症高齢者の日常生活自立度 

○ 認知症高齢者の日常生活自立度については、福祉用具のみ利用者は自立、Ⅰで5割を超えており、全
体と比較して軽度の利用者が多い。 

認知症高齢者の日常生活自立度 

【出典】平成24年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成26年度調査）「集合住宅の入居者を対象としたケアマネジメントの実態に関する調査研究事業 速報値」 

35.6%

15.6%

22.1%

20.7%

13.0%

15.5%

16.6%

21.1%

6.3%

14.7%

2.0%

4.9%

2.8%

5.7%

1.2%

1.4%

0.4%

0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉用具貸与のみ利用者(n=253)

全体(n=7,590)

自立 Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb Ⅳ M 不明
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ADL（室内移動） 

○ ADL（室内移動）については、福祉用具貸与のみ利用者は、全体と比較して自立が少なく、見守り
が多くなっている。介助を要する割合（一部介助、全介助の合計）は全体と比較するとやや少ない。 

○ ADL（屋外移動）については、福祉用具貸与のみ利用者は、一部介助が全体と比較して多くなって
おり、全介助はやや少ない。 

ADLの状況 ①室内移動／屋外移動 

【出典】平成24年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成26年度調査）「集合住宅の入居者を対象としたケアマネジメントの実態に関する調査研究事業 速報値」 

35.6% 

43.3% 

40.3% 

29.7% 

18.6% 

13.8% 

5.5% 

13.2% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉用具のみ 

（n=253） 

全体 

（n=7,590） 

自立 見守り 一部介助 全介助 

ADL（屋内移動） 

13.8% 

16.2% 

24.5% 

26.1% 

39.5% 

31.7% 

22.1% 

25.9% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉用具のみ 

（n=253） 

全体 

（n=7,590） 

自立 見守り 一部介助 全介助 
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ADL（食事） 

ADLの状況 ②食事／入浴 

【出典】平成24年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成26年度調査）「集合住宅の入居者を対象としたケアマネジメントの実態に関する調査研究事業 速報値」 

64.8% 

61.1% 

22.9% 

24.2% 

9.1% 

9.3% 

3.2% 

5.4% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉用具のみ 

（n=253） 

全体 

（n=7,590） 

自立 見守り 一部介助 全介助 

ADL（入浴） 

19.8% 

12.4% 

23.3% 

13.6% 

44.7% 

52.8% 

12.3% 

21.2% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉用具のみ 

（n=253） 

全体 

（n=7,590） 

自立 見守り 一部介助 全介助 

○ ADL（食事）については、福祉用具貸与のみ利用者では自立がやや多い傾向になっている。 
○ ADL（入浴）については、福祉用具貸与のみ利用者では、自立、見守りが多くなっており、介助を

要する割合は全体と比較して小さい。 
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ADL（着替え） 

○ ADL（着替え）については、福祉用具貸与のみ利用者では、全体と比較して自立が多い。 
○ ADL（排泄）については、福祉用具貸与のみ利用者では、自立、見守りが全体と比較して多い。 

ADLの状況 ③着替え／排泄 

【出典】平成24年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成26年度調査）「集合住宅の入居者を対象としたケアマネジメントの実態に関する調査研究事業 速報値」 

39.5% 

31.6% 

17.0% 

19.7% 

35.6% 

35.8% 

7.9% 

12.9% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉用具のみ 

（n=253） 

全体 

（n=7,590） 

自立 見守り 一部介助 全介助 

ADL（排泄） 

48.6% 

43.7% 

20.6% 

17.0% 

24.5% 

25.1% 

6.3% 

14.2% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉用具のみ 

（n=253） 

全体 

（n=7,590） 

自立 見守り 一部介助 全介助 
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各品目の利用率（福祉用具貸与の利用有の場合の各品目の利用割合） 

○ 福祉用具貸与のみの利用者と他のサービスも併用している利用者で利用している品目に関する傾向
は大きな相違はないが、手すり、歩行補助つえについては福祉用具のみの利用者が利用している割合が
大きい。 

福祉用具貸与における各品目の利用有の比率 

【出典】平成24年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成26年度調査）「集合住宅の入居者を対象としたケアマネジメントの実態に関する調査研究事業 速報値」 

0.1% 

2.7% 

2.2% 

5.5% 

24.2% 

6.8% 

31.9% 

1.8% 

16.5% 

56.9% 

55.2% 

13.9% 

42.4% 

0.0% 

2.9% 

0.0% 

9.1% 

20.7% 

3.3% 

39.0% 

0.8% 

7.5% 

43.2% 

43.2% 

5.4% 

26.6% 

0% 0.1% 0.2% 0.3% 0.4% 0.5% 0.6%

自動排泄処理装置 

移動用リフト（釣り具の部分を除く） 

認知性老人徘徊感知機器 

歩行補助つえ 

歩行器 

スロープ 

手すり 

体位変換器 

床ずれ防止用具 

特殊寝台付属品 

特殊寝台 

車いす付属品 

車いす 

福祉用具のみの利用者（n=241） 福祉用具利用者数（複数サービス利用）（n=3,852） 
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基本報酬の見直しについて② 

 認知症加算及び独居高齢者加算については、個人の心身の状況や家族の状況等に
応じたケアマネジメントの提供であり、ケアマネジャーの基本の業務であることを踏ま
え、加算による評価ではなく、基本報酬に包括化し評価を見直す。 

論点２ 

  認知症加算及び独居高齢者加算については、個人の心身の状況や家族の状況等に
応じたケアマネジメントの提供であり、ケアマネジャーの基本の業務であることを踏ま
え、加算による評価ではなく、基本報酬に包括化し評価を見直してはどうか。 

15 

対応案 



   

  認知症日常生活自立度がⅢ以上の認知症高齢者へ指定居宅介護支援を行った場合に対する評価 

認知症加算 ＋150単位／月 

   

  独居高齢者へ指定居宅介護支援を行った場合に対する評価 

独居高齢者加算 ＋150単位／月 

（参考）認知症加算及び独居高齢者加算の算定要件について 
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出典：介護給付費実態調査（平成2６年５月審査分） 

特定事業所加算
Ⅰ 

特定事業所加算
Ⅱ 

初回加算 
入院時情報連携
加算（Ⅰ） 

入院時情報連携
加算（Ⅱ） 

居宅介護支援 
１.74％ 

（0.70％） 

47.85％ 

（24.77％） 

4.34％ 0.91％ 0.20％ 

退院・退所
加算 

認知症加算 
独居高齢者加

算 

小規模多機能
型居宅介護事
業所連携加算 

複合型サービ
ス事業所連携

加算 

緊急時等居宅
カンファレンス

加算 

居宅介護支援 
1.10％ 21.77％ 

（85.47％） 

12.10％ 

（78.53％） 

0.03% 0.00３% 0.01％ 

※受給者に占める割合。特定事業所加算の（ ）内は加算を取得した事業所の占める割合。 

※受給者に占める割合。認知症加算・独居高齢者加算の（ ）内は加算を取得した事業所の占める割合。 

居宅介護支援における各種加算の取得状況 
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論点３ 

  正当な理由のない特定の事業所へのサービスの偏りの割合が90％以上である場合に
ついては減算の適用になるが、公平・中立性の確保の更なる推進の観点から、適用割
合や対象サービスの範囲を見直してはどうか。 

公平・中立性の確保の推進について 

 ケアマネジメントの質を確保する観点から、正当な理由のない特定の事業所へのサー
ビスの偏りの割合が90％以上である場合について減算を適用しているが、減算を適用
する割合を引き下げる方向で見直す。 

  

 対象サービスの範囲については、現在訪問介護、通所介護、福祉用具貸与が対象で
あるが、対象サービスの限定を外す方向で見直す。 

 
 ※居宅介護支援の給付管理の対象となるサービス 
  訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所介護、通所リハビ

リテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活介護（利用
期間を定めて行うものに限る。）、福祉用具貸与、定期巡回・随時対応型訪問介護看
護、夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護、認知症対応型共同生活介護（利用期
間を定めて行うものに限る。）、地域密着型特定施設入居者生活介護（利用期間を定め
るものに限る。） 

18 

対応案 



 正当な理由なく、当該事業所において前６月間に作成されたケアプランに位置付けら
れた居宅サービスのうち、訪問介護サービス等について、特定の事業所の割合が９０％
以上である場合に減算。ただし、当該事業所のケアプラン数が一定数以下である場合
等、９０％を超えることについて以下の通り正当な理由がある場合を除く。 

  ① 居宅介護支援事業者の通常の事業の実施地域に訪問介護サービス等が各
サービスごとでみた場合に５事業所未満である場合などサービス事業所が少数で
ある場合 

   （例） 訪問介護事業所として４事業所、通所介護事業所として10事業所が所在す
る地域の場合 

       紹介率最高法人である訪問介護事業者に対して、減算は適用されないが、
紹介率最高法人である通所介護事業者に対して、減算は適用される。 

  ② 特別地域居宅介護支援加算を受けている事業者である場合 

  ③ 判定期間の１月当たりの平均居宅サービス計画件数が20件以下であるなど事
業所が小規模である場合 

  ④ サービスの質が高いことによる利用者の希望を勘案した場合などにより特定の
事業者に集中していると認められる場合 

  ⑤ その他正当な理由と都道府県知事（指定都市及び中核市においては、指定都
市又は中核市の市長）が認めた場合 

（参考）特定事業所集中減算における適用除外（正当な理由）の範囲 
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利用者のケアプランに組み込まれているサービス内容 

○ サービス事業所と併設あり・併設なしの別で居宅介護支援事業所が作成したプランにおけるサービス
の利用率を見ると、大概のサービスで併設なしに比べて、併設ありの方が利用率が高くなっている。 

0.0% 

0.8% 

0.3% 

12.0% 

4.0% 

47.8% 

2.4% 

9.9% 

14.5% 

43.3% 

4.3% 

8.7% 

2.9% 

33.4% 

3.0% 

7.8% 

5.0% 

6.3% 

3.2% 

50.7% 

7.7% 

16.5% 

44% 

64.4% 

8.8% 

21.0% 

5.0% 

49.0% 

0.1% 

1.4% 

0.3% 

11.9% 

4.0% 

47.9% 

3.1% 

11.3% 

19.8% 

53.7% 

4.7% 

11.5% 

3.0% 

41.2% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

認知症対応型通所介護（介護予防含む） 

夜間対応型訪問介護 

住宅改修（これまでの利用の有無） 

特定福祉用具販売 

福祉用具貸与 

短期入所療養介護（介護予防含む） 

短期入所生活介護（介護予防含む） 

通所リハビリテーション（介護予防含む） 

通所介護（介護予防含む） 

訪問リハビリテーション（介護予防含む） 

訪問看護（介護予防含む）（医療保険除く） 

訪問入浴介護（介護予防含む） 

訪問介護（介護予防含む） 全体（n=2703） 

併設あり 

併設なし 

【出典】株式会社三菱総合研究所「居宅介護支援及び介護支援専門員業務の実態に関する調査報告書」（平成25年度厚生労働省老人保健健康増進等事業） 

○ 算出の定義 
全体：当該サービスを位置づけている利用
者／全利用者 

併設あり：当該サービスを利用している利
用者数／当該サービスと併設している居
宅介護支援事業所を利用している利用者
数 

併設なし：当該サービスを利用している利
用者数／当該サービスと併設していない
居宅介護支援事業所を利用している利用
者数 
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1.1% 

8.3% 

2.2% 

98.9% 

91.7% 

97.8% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他（n=1568） 

高齢者向け集合住宅 

併設・隣接有（n=277） 

全体（n=1845） 

特定事業所集中減算（訪問介護）の算定状況 

減算有 減算無 

○訪問介護について特定事業所集中減算を算定している事業所は全体では2.2％であるが、集合住宅と併設している事
業所では8.3％となる。併設がある事業所が、より特定事業所への集中が多い傾向があり。通所介護においても同様
の傾向が見られる。 

特定事業所集中減算の算定状況 

0.7% 

5.8% 

1.5% 

99.3% 

94.2% 

98.5% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他（n=1568） 

高齢者向け集合住宅 

併設・隣接有（n=277） 

全体（n=1845） 

特定事業所集中減算（通所介護）の算定状況 

減算有 減算無 

【出典】平成24年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成２６年度調査）「集合住宅の入居者を対象としたケアマネジメントの実態に関する調査研究事業 速報値」 
21 ※高齢者向け集合住宅とは、有料老人ホーム、サービス付高齢者向け住宅、養護老人ホーム・軽費老人ホームの３種別と定義している。 



5.2%

0.1%

0.7%

2.3%

6.1%

9.6%

10.1%

9.4%

10.1%

6.6%

10.0%

4.7%

5.3%

4.4%

2.8%

3.0%

3.2%

1.3%

0.5%

0.2%

4.2%

0% 4% 8% 12%
事業所数（n=1,971）

平均値：45.8％

中央値：42.9％

5.4%

1.9%

5.7%

7.7%

9.6%

8.1%

6.5%

4.7%

6.4%

3.6%

6.5%

4.7%

4.4%

3.8%

3.6%

3.8%

2.7%

2.8%

2.2%

0.8%

4.9%

0% 2% 4% 6% 8% 10%
事業所数（n=1,962）

平均値：44.0％

中央値：40.0％

5.2%
0.5%

0.9%

2.6%

5.0%

6.8%

7.4%

4.2%

7.7%

3.4%

9.0%

4.7%

5.3%

5.6%

5.7%

5.3%

5.0%

3.9%

2.3%

1.4%

8.1%

0% 2% 4% 6% 8% 10%

5％未満

5％以上10％未満

10％以上15％未満

15％以上20％未満

20％以上25％未満

25％以上30％未満

30％以上35％未満

35％以上40％未満

40％以上45％未満

45％以上50％未満

50％以上55％未満

55％以上60％未満

60％以上65％未満

65％以上70％未満

70％以上75％未満

75％以上80％未満

80％以上85％未満

85％以上90％未満

90％以上95％未満

95％以上100％未満

100%

事業所数（n=1,953）

平均値：54.1％

中央値：52.0％

○各事業所のケアプランに位置づけられるサービスについて、紹介率最高法人（※）が
占める平均割合を見ると、訪問介護で54.1％、通所介護で44.0％、福祉用具貸与で
45.8％となっている。 

＜訪問介護＞ ＜通所介護＞ ＜福祉用具貸与＞ 

※紹介率最高法人とは、利用者それぞれのケアプランに位置付けられた同一のサービスについて、当該サービスを提供する法人のうち、最も多く利用されている法人のこと。 

紹介率最高法人への集中度別の事業所割合 

紹介率最高法人の占める割合 

【出典】平成24年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成２６年度調査）「集合住宅の入居者を対象としたケアマネジメントの実態に関する調査研究事業 速報値」 
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0.0%

0.0%

0.0%

1.9%

1.9%

4.6%

0.0%

0.0%

5.6%

2.8%

5.6%

3.7%

7.4%

11.1%

6.5%

11.1%

10.2%

0.0%

0.9%

5.6%

0% 2% 4% 6% 8% 10%12%
事業所数（n=108）

平均値：68.8％

中央値：73.6％

0.3%

0.4%

0.3%

1.3%

2.6%

3.0%

5.1%

4.2%

5.9%

5.4%

8.8%

8.4%

8.1%

7.3%

7.3%

7.1%

5.3%

6.4%

4.9%

1.7%

6.3%

0% 2% 4% 6% 8% 10%
事業所数（n=777）

平均値：62.5％

中央値：62.8％

0.1%
0.1%

0.0%

0.2%

1.3%

1.6%

2.7%

2.9%

3.6%

3.6%

7.5%

6.7%

7.6%

8.2%

10.1%

9.4%

9.5%

7.3%

3.7%

2.5%
11.4%

0% 2% 4% 6% 8%10%12%

5％未満

5％以上10％未満

10％以上15％未満

15％以上20％未満

20％以上25％未満

25％以上30％未満

30％以上35％未満

35％以上40％未満

40％以上45％未満

45％以上50％未満

50％以上55％未満

55％以上60％未満

60％以上65％未満

65％以上70％未満

70％以上75％未満

75％以上80％未満

80％以上85％未満

85％以上90％未満

90％以上95％未満

95％以上100％未満

100%

事業所数（n=854）

平均値：69.8％

中央値：71.4％

○サービス提供事業所が居宅介護支援事業所と併設している場合、紹介率最高法人（※）の占
める平均割合はそれぞれ69.8％、62.5％、68.8％と増加しており、サービス提供事業所と併設
の場合は、特定事業所への集中が大きい傾向となっている。 

○90％以上95％未満と85％以上90％未満の間で、紹介率最高法人の占める割合の差が大きい
状況が見られる。 
○紹介率最高法人の占める割合が90％から80％の間で、一旦高くなる状況が見られる。 

紹介率最高法人への集中度別の事業所割合 
（各サービスの提供事業所が併設している場合） 

※紹介率最高法人とは、利用者それぞれのケアプランに位置付けられた同一のサービスについて、当該サービスを提供する法人のうち、最も多く利用されている法人のこと。 

＜訪問介護＞ ＜通所介護＞ ＜福祉用具貸与＞ 

紹介率最高法人の占める割合（サービス提供事業所が居宅介護支援事業所と併設の場合） 

【出典】平成24年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成２６年度調査）「集合住宅の入居者を対象としたケアマネジメントの実態に関する調査研究事業 速報値」 

21.3% 
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0.4%

0.0%

0.0%

0.8%

0.4%

0.8%

0.4%

1.1%

1.9%

3.0%

2.3%

3.0%

5.3%

3.4%

3.4%

6.5%

6.5%

13.7%

13.7%

14.1%

19.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

5％未満

5％以上10％未満

10％以上15％未満

15％以上20％未満

20％以上25％未満

25％以上30％未満

30％以上35％未満

35％以上40％未満

40％以上45％未満

45％以上50％未満

50％以上55％未満

55％以上60％未満

60％以上65％未満

65％以上70％未満

70％以上75％未満

75％以上80％未満

80％以上85％未満

85％以上90％未満

90％以上95％未満

95％以上100％未満

100%

事業所数 （n=263）

平均値：82.2％

中央値：88.5％

5.5%

0.1%

0.4%

0.8%

2.3%

5.1%

7.2%

3.6%

7.7%

2.3%

14.4%

2.9%

4.3%

5.6%

1.7%

3.9%

2.7%

2.9%

2.8%

2.4%

21.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

5％未満

5％以上10％未満

10％以上15％未満

15％以上20％未満

20％以上25％未満

25％以上30％未満

30％以上35％未満

35％以上40％未満

40％以上45％未満

45％以上50％未満

50％以上55％未満

55％以上60％未満

60％以上65％未満

65％以上70％未満

70％以上75％未満

75％以上80％未満

80％以上85％未満

85％以上90％未満

90％以上95％未満

95％以上100％未満

100%

事業所数 （n=1,683）

平均値：60.8％

中央値：57.1％

14.3%

7.6%

4.2%

85.7%

92.4%

95.8%

0% 20% 40% 60% 80%100%

訪問介護（n=231）

通所介護（n=157）

福祉用具貸与（n=96）

減算適用有 減算適用無

○通所リハビリテーションについて、紹介率最高法人が占める割合の平均は60.8％であり、居宅
介護支援事業所とサービス提供事業所が併設する場合は82.2％に増加する。 

○各サービスについて紹介率最高法人への集中度が90％以上の場合でも特定事業所集中減

算が適用されている割合は少ない。正当な理由があり、減算の対象外となっている場合が多
いと見られる。 

通所リハビリテーションの 
紹介率最高法人への集中度別事業所割合 

通所リハビリテーションの 
紹介率最高法人への集中度別事業所割合 

（提供事業所が併設している場合） 

紹介率最高法人への集中度90％以上 
の事業所における特定事業所集中減算適用状況 

特定事業所への集中度別の事業所数割合（通所リハビリテーション） 

【出典】平成24年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成２６年度調査）「集合住宅の入居者を対象としたケアマネジメントの実態に関する調査研究事業 速報値」 
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論点４ 

  質の高いケアマネジメントを実施している事業所の評価を推進するため、特定事業所 
加算について、算定要件の見直しを図ってはどうか。 

質の高いケアマネジメントを実施している事業所の評価の推進について 

 質の高いケアマネジメントを実施している事業所の評価という観点から、主任介護支
援専門員等の人員配置要件の強化や、法定研修等における実習受入事業所となるな
ど人材育成への協力体制の整備について、算定要件に追加する。 

 特定事業所加算の算定要件のうち、「要介護状態区分が要介護３、要介護４及び要介
護５である者の占める割合が100分の50以上であること。」については、実態に即した
緩和を行う。 
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対応案 



【イメージ図】 
〔現行〕                    〔改正案〕（要件に変更のある部分） 

特定事業所加算Ⅰ 

特定事業所加算Ⅱ 

質の高いケアマネジメントを実施している事業所の評価の推進について 

（新）特定事業所加算Ⅰ（特定事業所加算Ⅰ相当／月） 
 ・主任介護支援専門員の人員配置要件の強化 
 ・中重度の利用者の占める割合の要件の緩和 
 ・法定研修等における実習受入事業所となるなど人材育成

への協力体制の整備 

（新）特定事業所加算Ⅱ（特定事業所加算Ⅱ＋α／月） 
 ・介護支援専門員の人員配置要件の強化 
 ・法定研修等における実習受入事業所となるなど人材育成

への協力体制の整備 

（新）特定事業所加算Ⅲ（特定事業所加算Ⅱ相当／月） 
 ・法定研修等における実習受入事業所となるなど人材育成

への協力体制の整備 
26 



 

【特定事業所加算（Ⅰ）】 

① 常勤かつ専従の主任介護支援専門員を配置していること。 

② 常勤かつ専従の介護支援専門員を３名以上配置していること。 

③ 利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等を目的とした会 

  議を定期的に開催すること。 

④  24時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に対応する体制を確保し 

  ていること。 

⑤ 算定日が属する月の利用者の総数のうち、要介護３～要介護５である者の割合が５割以上 

  であること。 

⑥ 介護支援専門員に対し、計画的に研修を実施していること。 

⑦ 地域包括支援センターから支援が困難な事例を紹介された場合においても、居宅介護支援 

  を提供していること。 

⑧ 地域包括支援センター等が実施する事例検討会等に参加していること。 

⑨ 運営基準減算又は特定事業所集中減算の適用を受けていないこと。 

⑩ 介護支援専門員１人当たりの利用者の平均件数が40件以上でないこと。 

【特定事業所加算（Ⅱ）】 

特定事業所加算（Ⅰ）の①、③、④、⑥、⑦、⑨及び⑩を満たすこと並びに常勤かつ専従の介
護支援専門員を２名以上配置していること。 

 ※ (Ⅰ)、(Ⅱ)の算定はいずれか一方に限る。 

 

 

 
特定事業所加算      

 

質の高いケアマネジメントを提供する事業所に
対する加算 
  ・特定事業所加算（Ⅰ） 500単位／月 
  ・特定事業所加算（Ⅱ） 300単位／月 

（参考）特定事業所加算の算定要件について 
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特定事業所加算が取れない理由（複数回答） 

4.8  

4.8  

1.7  

4.0  

4.0  

7.0  

8.1  

10.1  

20.0  

34.7  

42.5  

51.1  

69.3  

4.2  

5.0  

1.9  

4.4  

3.0  

6.1  

6.1  

6.9  

21.1  

35.2  

39.9  

54.6  

56.2  

9.3 

3.7 

1.4 

5.3 

2.0 

7.8 

7.6 

5.1 

13.5 

30.9 

49.6 

34.4 

37.5 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

無回答 

その他 

介護支援専門員１人あたりの利用者の平均 

件数が４０件以上である 

地域包括支援センター等による事例検討会 

等に参加していない 

減算要件に該当している 

計画的に研修を実施していない 

サービス提供に当たっての留意事項に 

関する伝達等の会議を定期的に開催していない 

地域包括支援センターから紹介された 

支援困難ケースを受託していない 

２４時間連絡体制・相談に対応する体制 

が確保されていない 

常勤専従の介護支援専門員を３人以上 

配置できない 

利用者のうち中重度（要介護３～５）の 

占める割合が５割以上でない 

常勤専従の介護支援専門員を２人以上 

配置できない 

主任介護支援専門員を配置できない 

Ｈ２５年度(N=643) Ｈ２３年度(N=510) Ｈ２１年度(N=544) 

（%） 

○ 必要な人員を配置すること、中重度者の受入れが困難なことが加算を取得しにくい理由となってい
る。 

特定事業所加算が取れない理由 

出典（株）三菱総合研究所「居宅介護支援事業所及び介護支援専門員業務の実態に関する調査」（平成25・21年度・19年度老人保健健康増進等事業）            
    （株）三菱総合研究所「居宅介護支援事業所における介護支援専門員の業務および人材育成の実態に関する調査」 （平成23年度老人保健健康増進等事業） 

    厚生労働省老健局「介護保険事業状況報告」（平成21・24年度） 28 



居宅介護支援における要介護度別利用者数の割合 

○ 居宅介護支援における要介護度別利用者数の割合については、要介護状態区分３、４及び５で 
 ３８％を占める。 

居宅介護支援における要介護度別利用者数の割合 

【出典】厚生労働省「介護給付費実態調査報告」（平成２５年５月～平成２６年４月分） 

32% 30% 18% 12% 8% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要介護１ 

要介護２ 

要介護３ 

要介護４ 

要介護５ 
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5,017人 4,971人 4,604人 

9,391人 

6,768人 6,551人 5,961人 
5,017人 

9,988人 

14,592人 

23,983人 

30,751人 

37,302人 

43,263人 

0人 

5,000人 

10,000人 

15,000人 

20,000人 

25,000人 

30,000人 

35,000人 

40,000人 

45,000人 

50,000人 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 

主任介護支援専門員研修事業受講者数 

受講者数 累計 

○ 主任介護支援専門員研修は、平成18年度から平成2４年度までの累計で４万３千人以上が受講して
いる。 

【出典】厚生労働省調べ 

 
 
【業務内容】  
     介護保険サービスや他の保健・医療・福祉サービ

スを提供する者との連絡調整、他の介護支援専門員に
対する助言・指導などケアマネジメントが適切かつ円
滑に提供されるために必要な業務を実施。 

 

【役割】 
  他の介護支援専門員に適切な助言・指導を行うこと

ができ、また、地域における包括的・継続的なケアシ
ステムを実現するために必要な情報の収集・発信、事
業所・職種間の調整や、さらに事業所における人事・
経営管理、利用者の視点にたってフォーマルサービス
やインフォーマルサービスの質・量を確保し、改善で
きるような提案などを行うことが求められる。 

 

【活動の場】 
 ○「地域包括支援センター」における指導者的介護支

援専門員 
 ○一定規模以上の事業所で、他の介護支援専門員に対

する助言・指導など 
 

【受講要件】 
  介護支援専門員として一定の実務経験（実務経験5

年以上の専従者等） 
 

主任介護支援専門員の概要 

主任介護支援専門員の概要と研修受講者数 
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研修課目（介護支援専門員実務研修） 時間 

講
義 

介護保険制度の理念と介護支援専門員 ２ 

介護支援サービス（ケアマネジメント）の基本 ２ 

要介護認定等の基礎 ２ 

介護支援サービス（ケアマネジメント）の基礎技術 

  受付及び相談と契約 １ 

アセスメント、ニーズの把握の方法 ２ 

居宅サービス計画等の作成 ２ 

  モニタリングの方法 ２ 

  実習オリエンテーション １ 

介護支援サービス（ケアマネジメント）の展開技術 

相談面接技術の理解 ３ 

地域包括支援センターの概要 ２ 

演
習 

介護支援サービス（ケアマネジメント）の基礎技術 

  
  

アセスメント、ニーズの把握の方法 ４ 

アセスメント、居宅サービス計画等作成演習 ６ 

居宅サービス計画等の作成 ４ 

介護予防支援（ケアマネジメント） ４ 

介護支援サービス（ケアマネジメント）の展開技術 

  チームアプローチ演習 ３ 

意見交換、講評 １ 

実
習 

介護支援サービス（ケアマネジメント）の基礎技術に関する実習  

合計 ４４ 

研修課目（介護支援専門員実務従事者基礎研修） 時間 

講
義 

ケアマネジメントとそれを担う介護支援専門員の倫理 ３ 

ケアマネジメントのプロセスとその基本的考え方 ７ 

ケアマネジメント演習講評 ６ 

演
習 

ケアマネジメント点検演習 １４ 

研修を振り返っての意見交換、ネットワーク作り ３ 

合計 ３３ 

研修課目（新・介護支援専門員実務研修） 時間 

講
義 

介護保険制度の理念・現状及びケアマネジメント ３ 

ケアマネジメントに係る法令等の理解（新） ２ 

地域包括ケアシステム及び社会資源（新） ３ 

ケアマネジメントに必要な医療との連携及び多職種協働の意義（新） ３ 

人格の尊重及び権利擁護並びに介護支援専門員の倫理（新） ２ 

ケアマネジメントのプロセス（新） ２ 

実習オリエンテーション １ 

講
義
・
演
習 

自立支援のためのケアマネジメントの基本 ６ 

相談援助の専門職としての基本姿勢及び相談援助技術の基礎 ４ 

利用者、多くの種類の専門職等への説明及び合意（新）  ２ 

介護支援専門員に求められるマネジメント（チームマネジメン 
ト）（新）  

 ２ 

 ケアマネジメントに必要な基礎知識及び技術 

  受付及び相談並びに契約  １ 

  アセスメント及びニーズの把握の方法  ６ 

  居宅サービス計画等の作成  ４ 

サービス担当者会議の意義及び進め方（新） ４ 

  モニタリング及び評価  ４ 

実習振り返り  ３ 

ケアマネジメントの展開（新）  

  基礎理解  ３ 

  脳血管疾患に関する事例  ５ 

  認知症に関する事例  ５ 

  筋骨格系疾患と廃用症候群に関する事例  ５ 

  
内臓の機能不全（糖尿病、高血圧、脂質異常症、心疾患、呼吸器疾
患、腎臓病、肝臓病等）に関する事例 

５ 

  看取りに関する事例  ５ 

アセスメント、居宅サービス計画等作成の総合演習（新） ５ 

研修全体を振り返っての意見交換、講評及びネットワーク作り ２ 

実
習 ケアマネジメントの基礎技術に関する実習 

合計 ８７ 

介護支援専門員実務研修の見直しについて 

任意研修であっ
た実務従事者
基礎研修を統
合 

（＝実務研修の
充実） 
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介護支援専門員研修課程の見直しに伴い、実務研修の実習については、 
 ・ケアマネジメントの実践現場の実態を認識する機会 
 ・実施上の効果を高めるため、指導方法を強化 
の観点で内容を見直し、実施要綱（※）において、実習における留意点を新たに記載 
 このため、実務研修の実習の実施に当たっては、居宅介護支援事業所の協力が必要 
 

 ※「介護支援専門員資質向上事業の実施について」（平成２６年７月４日老発０７０４第２号） 
   （別紙１）介護支援専門員実務研修実施要綱 

介護支援専門員実務研修における実習について 

 
４ 研修実施上の留意点 
（１）研修実施方法 
 イ 実習における留意点 

    実習先としては、特定事業所加算を取得している事業所のような指導体制が整っている事業所で行うこと
が適切であり、主任介護支援専門員が配置されている事業所に協力してもらうことが適当である。 
    実習に当たっては、一つの事例だけではなく、複数の事例についてケアマネジメントプロセスを経験するこ

とが効果的であり、アセスメントからモニタリングまでの一連のケアマネジメントプロセス（同行等による利用者
の居宅訪問、サービス担当者会議開催のための準備や当該会議への同席も含む）を経験することが適当で
ある。なお、実習期間中にサービス担当者会議が開催される機会がなく、会議に同席できなかった場合に
は、実習先の指導者によって、サービス担当者会議の準備や会議当日の議事進行の方法等を説明すること
により理解を促すこと。 
  実習においては、事前に実習に係る対象者等の同意を得るとともに、特に対象者の安全の確保や知り得
た秘密の厳守について万全を期すよう受講者に周知徹底すること。 

介護支援専門員実務研修実施要綱（抜粋） 
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介護予防支援の見直しについて 

 介護予防支援について、予防訪問介護と予防通所介護が新しい総合事業に移行する
ことに伴い、多様な主体により多様なサービス形態で提供されるようになり、介護予防
サービス計画に位置付けられていくことを踏まえ、適正に評価し、基本報酬を見直す。 

 

論点５ 

 新しい総合事業の導入に伴い、多様な主体により多様な形態で提供されるサービスが
介護予防サービス計画に位置付けられていくことを踏まえ、適正に評価し、基本報酬を見
直してはどうか。 

33 
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①訪問型サービス  ※ 市町村はこの例を踏まえて、地域の実情に応じた、サービス内容を検討する。 

○ 訪問型サービスは、現行の訪問介護に相当するものと、それ以外の多様なサービスからなる。 
○ 多様なサービスについては、雇用労働者が行う緩和した基準によるサービスと、住民主体による支援、保
健・医療の専門職が短期集中で行うサービス、移動支援を想定。 

基準 現行の訪問介護相当 多様なサービスの例 

サービス 
種別 

①訪問介護 ②訪問型サービスＡ 
（緩和した基準によるサービス） 

③訪問型サービスＢ 
（住民主体による支援） 

④訪問型サービスＣ 
（短期集中予防サービス） 

⑤訪問型サービスＤ 
（移動支援） 

サービス 
内容 

訪問介護員による身体介護、生活援助 生活援助等 
住民主体の自主活動と
して行う生活援助等 

保健師等による居宅
での相談指導等 

移送前後の生活支
援 

対象者と
サービス
提供の考
え方 

○既にサービスを利用しているケースで、
サービスの利用の継続が必要なケース 
○以下のような訪問介護員によるサービ
スが必要なケース 
（例） 
・認知機能の低下により日常生活に支障がある
症状・行動を伴う者 
・退院直後で状態が変化しやすく、専門的サービ
スが特に必要な者 等 
 

※状態等を踏まえながら、多様なサービスの利
用を促進していくことが重要。 

○状態等を踏まえながら、住民主体による支援等
「多様なサービス」の利用を促進 

・体力の改善に向けた
支援が必要なケース 
・ADL・IADLの改善に向
けた支援が必要な
ケース 
 
※3～6ケ月の短期間で行う 

  
訪問型サービスＢ 

に準じる 

実施方法 事業者指定 事業者指定／委託 補助（助成） 直接実施／委託 

基準 予防給付の基準を基本 人員等を緩和した基準 
個人情報の保護等の 
最低限の基準 

内容に応じた 
独自の基準 

サービス 
提供者（例） 

訪問介護員（訪問介護事業者） 主に雇用労働者 ボランティア主体 
保健・医療の専門職 

（市町村） 

○ 要支援者等の多様な生活支援のニーズに対して、総合事業で多様なサービスを提供していくため、市町村
は、サービスを類型化し、それに併せた基準や単価等を定めることが必要。そこで、地域における好事例を踏
まえ、以下のとおり、多様化するサービスの典型的な例を参考として示す。 

新しい総合事業のサービスの類型について 
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基準 現行の通所介護相当 多様なサービスの例 

サービス 
種別 

① 通所介護 ② 通所型サービスＡ 
（緩和した基準によるサービス） 

③ 通所型サービスＢ 
（住民主体による支援） 

④ 通所型サービスＣ 
（短期集中予防サービス） 

サービス 
内容 

通所介護と同様のサービス 
生活機能の向上のための機能訓練 

ミニデイサービス    
運動・レクリエーション 等 

体操、運動等の活動な
ど、自主的な通いの場 

生活機能を改善するための
運動器の機能向上や栄養改
善等のプログラム 

対象者と 
サービス提
供の考え
方 

○既にサービスを利用しており、サービスの利用の
継続が必要なケース 
○「多様なサービス」の利用が難しいケース 
○集中的に生活機能の向上のトレーニングを行うこ
とで改善・維持が見込まれるケース 
※状態等を踏まえながら、多様なサービスの利用を促進してい
くことが重要。 

○状態等を踏まえながら、住民主体による支援等「多
様なサービス」の利用を促進 

・ADLやIADLの改善に向けた
支援が必要なケース 等 
 
※3～6ケ月の短期間で実施 

実施方法 事業者指定 事業者指定／委託 補助（助成） 直接実施／委託 

基準 予防給付の基準を基本 人員等を緩和した基準 
個人情報の保護等の 
最低限の基準 

内容に応じた独自の基準 

サービス 
提供者（例） 

通所介護事業者の従事者 
主に雇用労働者 

＋ボランティア 
ボランティア主体 

保健・医療の専門職 
（市町村） 

②通所型サービス ※ 市町村はこの例を踏まえて、地域の実情に応じた、サービス内容を検討する。 

○ 通所型サービスは、現行の通所介護に相当するものと、それ以外の多様なサービスからなる。 

○ 多様なサービスについては、雇用労働者が行う緩和した基準によるサービスと、住民主体による支援、保
健・医療の専門職により短期集中で行うサービスを想定。 

③その他の生活支援サービス   

○ その他の生活支援サービスは、①栄養改善を目的とした配食や、②住民ボランティア等が行う見守り、③訪
問型サービス、通所型サービスに準じる自立支援に資する生活支援（訪問型サービス・通所型サービスの一
体的提供等）からなる。 

新しい総合事業のサービスの類型について 
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運営基準の見直しについて① 

論点６ 

  居宅介護支援事業所等とサービス事業所の意識の共有を図るため、居宅サービス計
画と個別サービス計画との連動性を高めることを推進してはどうか。 

 介護支援専門員等は、居宅サービス計画に位置づけた指定居宅サービス等の担当者
から個別サービス計画の提出を求めるものとする。 
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対応案 



12.6% 

13.4% 

21.8% 

37.8% 

40.4% 

48.4% 

15.4% 

19.2% 

28.0% 

17.6% 

36.7% 

31.3% 

26.4% 

26.7% 

21.7% 

18.0% 

11.0% 

8.8% 

45.6% 

40.8% 

28.5% 

26.6% 

11.8% 

11.5% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

会議を前に、ケアプラン原案に基づく個別サービ

ス計画案（案）の提出を依頼した 

選定したサービス事業者に個別サービス計画

（案）の見直しを依頼した 

個別サービス計画（案）を受け、ケアプランの見直

しを行った 

会議の前にケアプラン原案（第1表～第3表）を

サービス事業者に提供した 

サービス事業者から提出された個別サービス計画

（案）とケアプラン原案が連動しているか確認した 

ケアプランの内容に沿った個別サービス計画（案）

に基づきサービス提供できることを、サービス提供

事業者と合意した 

サービス事業者に対する個別サービス計画（案）の作成依頼やケ

アプランへの反映の状況〔n=2878〕 

した ある程度した あまりしなかった 全くしなかった 

個別サービス計画の確認状況 

○ 自立支援に資するケアマネジメントを実践するには、介護支援専門員の立てる目標やケアプランと個別サービス計
画の連動を高めることが重要であるが、 

 ・ 介護支援専門員がサービス事業者から個別サービス計画（案）を「受け取っていない」と回答した割合は 
  １６．７％ 
 ・ ケアプランと個別サービス計画が連動し、サービスが提供できることの確認を「あまりしなかった」、 
  「全くしなかった」と回答した割合は約２割 
 となっている。 

【出典】株式会社日本能率協会総合研究所「介護支援専門員及びケアマネジメントの質の評価に関する調査研究事業報告書」（平成25年度厚生労働省老人保健健康増進等事業） 

サービス担当

者会議の前 

21.1% 

サービス担当

者会議の当日 

16.7% 

サービス担当

者会議の後 

44.6% 

受け取ってい

ない 

16.7% 

無回答 

0.9% 

ケアプラン原案に基づく個別サービス計画（案）

をいつ受け取ったか〔n=2878〕 
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指定居宅介護支援の具体的取扱方針（第１３条） 

１～８ （略） 
 
9  介護支援専門員は、サービス担当者会議（介護支援専門員が居宅サービス計画の作成
のために居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス等の担当者（以下この
条において「担当者」という。）を召集して行う会議をいう。以下同じ。）の開催により、利用
者の状況等に関する情報を担当者と共有するとともに、当該居宅サービス計画の原案の
内容について、担当者から、専門的な見地からの意見を求めることとする。ただし、やむを
得ない理由がある場合については、担当者に対する照会等により意見を求めることができ
るものとする。 

10 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス等につい
て、保険給付の対象となるかどうかを区分した上で、当該居宅サービス計画の原案の内容
について利用者又はその家族に対して説明し、文書により利用者の同意を得なければなら
ない。 

11 介護支援専門員は、居宅サービス計画を作成した際には、当該居宅サービス計画を利
用者及び担当者に交付しなければならない。 

 
12～25（略） 

（参考）指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準 
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運営基準の見直しについて② 

論点７ 

  地域包括ケアシステムの構築を推進するため、制度的に位置付けた地域ケア会議に
おいて、個別のケアマネジメントの事例提供の求めがあった場合には、これに対する協
力を推進するための対応を行ってはどうか。 

 地域包括ケアシステムの構築を推進するため、地域ケア会議が介護保険法上に位置
付けられ、関係者等は会議から資料又は情報の提供の求めがあった場合には、これ
に協力するよう努めることについて規定されたところであるが、指定居宅介護支援事
業者等が会議から個別のケアマネジメントの事例の提供の求めがあった場合には、こ
れに協力するよう、指定居宅介護支援事業に関する運営基準に規定することとする。 
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対応案 



 

 
 

○地域包括支援センターが開催 
○個別ケース（困難事例等）の支援内容を通じた 

 ①地域支援ネットワークの構築 
 ②高齢者の自立支援に資するケアマネジメント支援 
 ③地域課題の把握 
 などを行う。 

地域づくり・資源開発 

政策形成 
介護保険事業計画等への位置づけなど 

地域課題の把握 

個別の 
ケアマネジメント 

≪主な構成員≫ 
自 治 体 職 員 、 包 括 職 員 、 ケ ア マ ネ
ジャー、介護事業者、民生委員、OT、
PT、ST、医師、歯科医師、薬剤師、
看護師、管理栄養士、歯科衛生士その
他必要に応じて参加 
 
※直接サービス提供に当たらない専門

職種も参加 
 

地域包括支援センター（※）レベルでの会議 
（地域ケア個別会議） 

市町村レベルの会議（地域ケア推進会議） 

事例提供 

 支 援 

サービス 
担当者会議 
（全てのケー
スについて、
多職種協働に
より適切なケ
アプランを検
討） 

・地域包括支援センターの箇所数：4,328ヶ所（センター・ブランチ・サブセンター合計7,072ヶ所）（平成24年4月末現在） 
・地域ケア会議は全国の保険者で約8割（1,202保険者）で実施（平成24年６月に調査実施） 

在宅医療 
連携拠点 

医師会等関
係団体 
 
医療関係専
門職等 

○ 「地域ケア会議」（地域包括支援センター及び市町村レベルの会議）については、地域包括ケアシステムの実現の
ための有効なツールであり、更に取組を進めることが必要。 

○ 具体的には、個別事例の検討を通じて、多職種協働によるケアマネジメント支援を行うとともに、地域のネット
ワーク構築につなげるなど、実効性あるものとして定着・普及させる。 

○ このため、これまで通知に位置づけられていた地域ケア会議について、介護保険法で制度的に位置づける。 

地域ケア会議の推進 
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会議（第１１５条の４８） 

１ 市町村は、第百十五条の四十五第二項第三号に掲げる事業の効果的な実施のために、介
護支援専門員、保健医療及び福祉に関する専門的知識を有する者、民生委員その他の関係
者、関係機関及び関係団体（以下この条において「関係者等」という。）により構成される会議
（以下この条において「会議」という。）を置くように努めなければならない。 

２ 会議は、要介護被保険者その他の厚生労働省令で定める被保険者（以下この項にお 

 いて「支援対象被保険者」という。）への適切な支援を図るために必要な検討を行うとともに、
支援対象被保険者が地域において自立した日常生活を営むために必要な支援体制に関す
る検討を行うものとする。 

３ 会議は、前項の検討を行うために必要があると認めるときは、関係者等に対し、資料又は
情報の提供、意見の開陳その他必要な協力を求めることができる。 

※ 平成２６年６月１８日に成立した「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等 
 に関する法律」に基づく介護保険法一部改正により法第１１５条の４８の規定が新設された。 

（参考）介護保険法における会議に係る規定 

４ 関係者等は、前項の規定に基づき、会議から資料又は情報の提供、意見の開陳その他必
要な協力の求めがあった場合には、これに協力するよう努めなければならない。 

５ 会議の事務に従事する者又は従事していた者は、正当な理由がなく、会議の事務に関して
知り得た秘密を漏らしてはならない。 

６ 前各項に定めるもののほか、会議の組織及び運営に関し必要な事項は、会議が定める。 
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地域ケア会議参加状況 

○ 地域ケア会議に参加したことがある介護支援専門員の割合は、約４割である。 
○ 主任介護支援専門員資格を有する者と資格を有しない者では、地域ケア会議に参加した 
 ことがある割合にあまり差違はみられない。 

38.8% 

43.5% 

40.1% 

56.8% 

52.1% 

55.4% 

4.4% 

4.4% 

4.5% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

主任ケアマネ 

資格なし 

主任ケアマネ 

資格あり 

全体 

主任介護支援専門員資格有無別・地域ケア会議参加状況 

参加したことがある 参加したことがない 無回答 

    【出典】株式会社三菱総合研究所 「居宅介護支援事業所及び介護支援専門員業務の実態に関する調査報告書」 
        （平成２５年度老人保健健康増進等事業）                             
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1.6% 

18.0% 

30.4% 

31.2% 

36.8% 

2.0% 

44.1% 

48.7% 

45.5% 

46.8% 

1.5% 

26.3% 

14.4% 

16.5% 

10.1% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他 

事例検討会を事業所内で実施する際の、 

司会・進行や事例の作成・概要説明、議事録の作成 

などの方法論について参考になった 

介護支援専門員自身の能力向上に役立った 

ネットワークが構築できた 

多職種の視点からの意見や助言が、 

ケース支援に役立った 

効果があった やや効果があった あまり効果がなかった 

   【出典】株式会社三菱総合研究所 「居宅介護支援事業所及び介護支援専門員業務の実態に関する調査報告書」 
        （平成２５年度老人保健健康増進等事業）                             
                                  

○ 地域ケア会議に参加した結果として、「多職種の視点からの意見や助言がケース支援に役立っ
た」、「ネットワーク構築ができた」、「介護支援専門員自身の能力向上に役立った」について「効
果があった」、「やや効果があった」と言う意見が７割を超えている。 

地域ケア会議に参加した結果 
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